
はじめに

　ダイバーシティ推進が叫ばれて久しい。確かに、女性や

障がい者、高齢者など組織におけるマイノリティの活躍を

支援するための法制度や人事制度が整備されつつある。組

織に所属する誰もが本当に活躍するためには、それと同時

に、すべての人が自らの価値観、意見、アイデアを尊重され、

自分は組織の一部であることを感じられる状態、すなわち

インクルージョンを達成することが必須だ。しかし、現状

では多くの組織はそのような状態には至っていない。

　なぜインクルージョンの実現は難しいのか。本特集では、

さまざまな特性ゆえにインクルージョンが困難だと考えら

れがちな障がい者を例に、インクルージョンの本質につい

て考える。それを踏まえ、近年進歩が目覚ましいテクノロ

ジーが、インクルージョンを促進する可能性にも着目した。

　そうしたテクノロジーの進化をとらえ、テクノロジーを

活用したとき人材マネジメントはどのように変わり得るの

か、変わらなければならないのか、技術と組織の新しい可

能性を探索していく。

� 本誌編集／入倉由理子

第1特集

インクルージョンには

テクノロジーを
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すべての人を
インクルージョンする
とはどういうことか
2018年4月より障がい者の法定雇用率が2.2%に上がり、
多くの企業はその達成を目指して障がい者雇用に向き合っている。
しかし、真のインクルージョンは実現できているだろうか。
障がい者を含めたすべての人を
インクルージョンするとはどういうことか、その意味を考える。

　2007年、日本は国連の「障害者の

権利に関する条約」に署名し、2017

年に批准した。これは世界174カ国

が批准している条約であり、障がい

者の人権及び基本的自由の享受を確

保し、固有の尊厳の尊重を促進する

ことを目的として、権利の実現のた

めの措置などについて定めている。

　これに基づき、2016年に国内法と

して「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律（以下、差別解

消法）」が施行された。障がいを理

由とする不当な差別的取り扱いの禁

止、合理的配慮（障がい者が個々の

場面において必要としている、社会

的障壁を除去するための必要かつ合

理的な取り組みであり、その実施に

伴う負担が過重でないもの）の義務

化を定めた。この法律では、障がい

者の働きやすさの向上と、持てる能

力の発揮のために、彼らが働く環境

を改善するのは企業の義務であると

明確に宣言している。改善を求める

ことは、障がい者が持つ権利なのだ。

権利を持つのと同時に
責任を果たす義務もある

　差別解消法とは別に、日本には

1960年に制定された「障害者の雇用

の促進等に関する法律」（障害者雇用

促進法。制定当時は身体障害者雇用

促進法、1987年に改称）がある。そ

の基本理念には、「障害者である労働

者は、経済社会を構成する労働者の

一員として、職業生活においてその

能力を発揮する機会を与えられるも

のとする」（第3条）とある。能力発

揮の機会という基本的な権利を行使

するにあたり、その支障となるものを

可能な限り改善せよ、というのが合

理的配慮義務だといえよう。

　私たちが忘れてはならないのは、

権利を有することによって責任が生

じるという世の理だ。同法には、「職

業に従事する者としての自覚を持ち、

自ら進んで、その能力の開発及び向

上を図り、有為な職業人として自立

するように努めなければならない」

（第4条）とある。つまり、2つの法

律を通じ、「合理的配慮の提供を受

けながら、障がい者も企業で活躍し、

一定の役割、責任を果たす」という

考え方を、社会の前提とすることが

求められているのだ。

　近年、企業内で耳にするように

障がい者にも
権利と配慮と責任を
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出典：編集部作成
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配慮 能力を発揮できるよう障壁を取り除く

責任持てる能力を発揮し役割を果たす

なったインクルージョンという言葉

には、この考え方が基盤にある。イ

ンクルージョンは一般的には包含・

包摂と訳されるため、単に包み込む

ことだととらえられがちだ。しかし、

社会的に（あるいは企業内で）弱い

立場にある人たちが配慮を受け、権

利を享受できるようにする一方で、

彼らにも能力を発揮し、役割を担う

という責任と義務を求めていくとい

うのが、あるべき姿だ。インクルー

ジョンする・されるためには、すべ

ての人に、共通のゴールに向かって

努力し義務を果たそうとする姿勢が

必要である。

障がい者を“お客さん扱い”
能力発揮を求めていない

　しかし、障がい者雇用の現場を見

たとき、インクルージョンという理念

を謳ってはいても、企業のなかでそ

れができているとは言い難いのが日

本の現状である。

　博報堂DYグループの特例子会社

である博報堂DYアイ・オーの前社

長であり、現在も障がい者雇用主の

団体や事業構想大学院大学にて障が

い者雇用分野に関する活動に携わる

田沼泰輔氏は、「ともすれば障がい

者は組織のなかで“お客さん扱い”

されていることがあり、真の能力の

発揮を求められているとは言い難い

場合がある」と指摘する。“お客さ

ん扱い”とはすなわち、“その人の能

力の発揮に価値を認め、能力を発揮

できるように環境を整える、そして

その能力発揮による果実を受け取

る”という、企業にとって“意味のあ

る人”として扱おうとしていないと

いうことだ。

本当の変化が起こるには
時間がかかる

　今のところ、企業は2.2％という障

がい者の法定雇用率を満たすことに

精一杯で、その仕事の内容やキャリ

ア、報酬についてはなおざりにした

ままということも少なくない。これで

は障がい者が能力を発揮することも、

その固有の尊厳を尊重されることも

実現し得ない。

「 雇 用の“量を 増やす”対 応から

“質”の議論へと本格的に移るのはこ

れからです」（田沼氏）。女性活躍推

進を例にとると、現状を理解しやす

い。男女雇用機会均等法が施行され

たのは、1986年のことだ。当時、総

合職として採用された女性たちの多

くは“お客さん扱い”され、同期の男

性とは任せられる仕事の質が違う、

女性だけのチームをつくられるなど、

組織の本流の外に置かれることも多

かった。2000年代になってようやく、

女性ならではのライフイベントを乗

り越えるための環境が整えられるな

ど、女性活躍推進の取り組みが実を

結びつつある。組織が障がい者を本

当の意味でインクルージョンし、権

利を尊重しながら責任をも果たして

もらうようになるには、時間がかか

る。障壁は徐々に取り除いていくし

かないのだ。

　では、障がい者たちが権利と責任

を持って働くためには、どのような

障壁を取り除く必要があるのか。

6 Works No.147  Apr–May 2018



　障がい者といわれる人々は、視

覚・聴覚や四肢などの身体障がいの

ほかにも精神障がいや知的障がいな

ど、それぞれに不得手なことや不自

由なことがある。障がい者に職場で

価値を発揮してもらうためには、彼

らの、障がいによる不自由や弱い部

分を補ったり、障がいがあっても可

能な価値発揮の方法を考案したりす

る必要がある。「難しいのは、個別

性が非常に高く、たとえば視覚障が

い者といっても一括りにできないこ

と。全盲の人もいれば、弱視の人も

いるし、生来の視覚障がいの人もい

れば、中途障がいの人もいる。能力

を発揮させようとするとき、一人ひ

とり、必要とされる配慮が異なるの

です」（田沼氏）

障がい者の多様性に
合わせて配慮する

　博報堂DYアイ・オーで生まれな

がらの全盲の社員が使うのは、「ブ

レイルメモ」という機器だ。ブレイ

ルメモはPCと接続すると、画面上

に出ている文字データを点字で表示

するなど、視覚障がい者の仕事を支

援するさまざまな機能を持つ。視覚

障がい者のなかでも、点字に習熟し

ているからこそ、この機器を十分に

使いこなしてシステム開発者として

活躍できるというわけだ。一方、あ

る弱視の社員にとって欠かせない

ツールは「拡大読書器」である。テ

キストの文字を大きく見せるだけで

なく、画面や文字の色を変更できる。

　このような機器＝テクノロジーの

力を借りながら、同社では、経理、

IT、ファイリングやデータ入力など

多様な領域で障がいがある人が社員

として働いている。「テクノロジー

がもっと進化し、より能力を補い、

拡張できる機器が普及すれば、障が

い者の活躍の可能性はもっと高まっ

ていくでしょう」（田沼氏）

　もちろん、テクノロジーを活用し

た配慮にはコストがかかる。「しか

し、健常者か障がい者かにかかわら

ず、誰もがそれぞれ固有の強みを

持っています。強みを発揮するにあ

たって合理的配慮が必要ならば、そ

れをコストと考えるべきではありま

せん。人々の異なる強みを本当に活

かす組織に変わるにあたっての、欠

かせない投資なのです」（田沼氏）

“かわいそう”という感情が
相互理解を阻む

　もう１つ、障壁がある。それは、

人々の意識だ。口には出さずとも多

くの人の意識のなかに「障がい者は

かわいそう」という感情が存在する

と、取材のなかで何度も聞いた。そ

の感情は、障がいがある人を目の前

にしたときに、その人の障がいの話

をするのをはばかる気持ちをもたら

す。結果、コミュニケーションが妨
田沼泰輔氏
博報堂DYアイ・オー　前社長

ブレイルメモには、音声による支援機能もある（写
真上）。また、拡大読書器は、白地に黒い文字が見
やすいという人にも、色を反転させたほうが見やす
いという人にも使える（写真下）。このように、多様
な障がいをサポートする機器は仕事に欠かせない。

障がい者が
能力を発揮する
障壁となるのは何か
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げられ、本当はどのような配慮を求

めているのか、本当は何が強みなの

か、という肝心な話ができず、“相互

理解”からほど遠い状態になるのだ。

　また、障がい者に難しいことや厳

しいノルマを課してはいけないので

はないか、健常者と同じように目標

を設定したり能力向上を求めたりす

るのは難しいのではないか、といっ

た思い込みもある。これらは、障が

い者に難しい仕事や責任ある仕事を

任せることを躊躇させてしまう。「こ

うした意識の障壁を乗り越えていか

ない限り、障がい者が能力を発揮し、

責任を果たす社会になることは難し

いでしょう」（田沼氏）

　この状態を変えるには「交ざり合

うことが必要」だと、田沼氏は強調

する。田沼氏自身も、障がい者雇用

にかかわる以前は、人々と同じよう

な意識を持っていたという。「胸襟

を開いて話すこと。彼らの仕事ぶり

を間近で見ること。そうやって交ざ

り合うことによって、障がい者と一

括りにはできないこと、それぞれが

異なる価値観、異なる強みや弱みを

持っていることがわかるようになり

ます」（田沼氏）

　多くの企業では、障がい者雇用を

特例子会社に任せている。そのため

障がい者と健常者が交ざり合って働

く機会はほとんどない。女性活躍推

進になぞらえれば、女性だけのチー

ムをつくっている状態である。どう

すれば、交ざり合う状態を実現でき

るのか。

　日本において障がい者と健常者が

「交ざっていない」のは、企業の現

場だけではない。学校教育からして、

障がい者の多くは特別支援クラスに

入り、健常者と分けられている。「こ

のことの不自然さに、息子をニュー

ジーランドの学校に３年間入れて気

付きました」と、話すのは、NPO法

人のピープルデザイン研究所代表理

事の須藤シンジ氏だ。須藤氏は脳性

麻痺の次男を持ったことをきっかけ

に、人々が持つ意識のバリアを排除

し、従来の福祉のあり方を変えてい

くことに取り組んでいる。

「ニュージーランドの学校は、障が

いの有無でクラスを分けるという形

態は取っていません。次男のように

四肢が動かない子、手足が欠損した

子、視覚や聴覚に障がいのある子が

皆、同じクラスで学んでいます。子

どもたちは感じたままに『なんで手

がないの？』『その義足、カッコい

いね』などと言い合う。そして、互

いの違いを認め合うようになります。

幼いうちから多様な人々が共存する

カルチャーのなかで生きているので

す」（須藤氏）

　こうした交ざり合う経験を持って

いれば、自ずとわかり合うことがで

きる。わかり合えれば、「障がい者

はかわいそう」「どう対処していい

かわからない」ということが減って

いき、障がい者も街へ、学校へ、企

業へと外に出ていきやすくなるのだ。

交ざり合うための
モノづくり、コトづくり

　須藤氏の活動とは「従来の固定観

念を取り払い、障がい者などマイノ

リティが当たり前に街のなかで交ざ

り合っている風景を創造する」（須

藤氏）ことである。障がい者が家の

中や病室という“オフ・ステージ”に

引っ込んでいるのではなく、健常者

のいる“オン・ステージ”にいっしょ

に上がるために外に出て行く。この

動きをつくるためのモノづくり、コ

トづくりに取り組んでいる。

　出発は、モノづくりだった。次男

が履くためのカッコいいデザインの

靴がない。障がい者用の靴は着脱し

なぜ、障がい者と
健常者は交ざり合うことが
できないのか
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やすいという機能に優れていても、

おしゃれとは言えないものばかり

だった。「そこで、障がい者も使え

るように着脱しやすい機能を備えな

がらも“障がい者用”と謳わず、誰も

が『カッコいい！』と思い、欲しが

るスニーカーをつくろうと考えまし

た」（須藤氏）

　デザインは、須藤氏の思いに共感

した世界的なクリエーターが担当し、

渋谷など若者が集まる街のセレクト

ショップに置いた。ファッションフ

リークの間で話題になり、品切れが

続出するほどの人気商品となった。

それを障がい者が欲しいと思えば、

街に出て行く。そこに、健常者と交

ざり合う風景が生まれるのだ。「“障

がいの有無なんて関係ない”という

メッセージがこのスニーカーには

乗っています。スニーカーをメッセ

ンジャーにし、お互いの違いを認め

合い、気軽にコミュニケーションで

きる社会の実現を目指したのです」

（須藤氏）

須藤シンジ氏
ピープルデザイン研究所
代表理事

　その後、イタリアの有名ファクト

リーとコラボレーションした紳士靴

や、レイングッズメーカーとともに

開発した雨の日の外出を快適にする

レインコートなど、さまざまな商品

を開発し、モノによる交ざり合う仕

掛けをつくっている。

　近年では、“コト”による仕掛けに

も注力している。その1つは、神奈

川県川崎市とダイバーシティな街づ

くり施策として実施している障がい

者の就労体験だ。川崎市を拠点とす

るサッカーチーム、川崎フロンター

レの試合や音楽フェスなどで、障が

い者に働いてもらう。「就労体験の

参加者は2年半で延べ1000人以上に

なりました。そのなかには、知的障

がい者、精神障がい者も含まれます」

（須藤氏）

　日本の障がい者のうち、身体障が

い者は約45％、精 神障がい者が

45％、残りの10％が知的障がい者で

ある。「身体障がい者は障がい者雇

用の市場では引く手あまたです。一

方、知的障がい者や精神障がい者の

雇用は多くの事業者にとって未知数

であり、その雇用の義務化が始まっ

た今も、躊躇する企業は多いのです」

（須藤氏）

　イベント会場では、精神障がいや

知的障がいのある人が、道案内をし

たり、掃除をしたりする。「精神障

がい者は、短時間であれば非常に集

中力が高い。ただし、慣れない環境

で働くために、ときどきパニックを

起こす人もいます。そんなとき、周

囲にいる誰かが静かなところに連れ

ていってちょっと話したりすれば、

クールダウンしてすぐにまた働ける

ようになる。まずは交ざり合って、

人々が慣れること。それが重要なの

です」（須藤氏）

　障がい者も、誰かに求められれば

自信になる。「この体験を通じて、

既に100人近くの障がい者が正規就

労を果たしています」（須藤氏）

須藤氏が手掛けたスニーカー。紐を結んだりほどいたりし
なくても着脱できるように工夫されている（写真右）。同時
に注力する“コトづくり”として行っている、障がい者の就
労体験のイベント。障がい者と健常者が交ざり合う場だ
（写真上）。
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障がい者に対する
固定観念を疑ってみるべき

　では、交ざり合うために企業や人

事は何ができるのか。「1976年当初

に定められた法定雇用率は1.5％。

それから約40年が経過し、2018年

度に2.2％まで上がりました。実際の

民間企業における雇用率は1.97％で

す（2017年時点）。障がい者手帳を

持つ人は約860万人、日本の人口の

約7％。人口比率と同程度の雇用率

を実現する、つまり交ざり合う状況

をつくるのは、従来と同じ考え方で

は難しいでしょう」（須藤氏）

　須藤氏は、「欧米のグローバル企

業が組織のダイバーシティを重視す

るのは、株主の利益に貢献する必要

があるからです。つまり、その人が

女性であれ、障がい者であれ、能力

の高い人、多様な視点を持ち込む可

能性のある人であれば、その人をイ

ンクルージョンしないという選択肢

はないのです」と言う。

　須藤氏が行ってきたモノづくり、

コトづくりには、そこに参画する企

業や団体に利益をもたらすスキーム

が巧みに織り込まれている。困って

いる人を助けるという福祉的な観点

やCSRの視点ももちろん必要だが、

それだけでは人口構成と同じ約7％

のバランスで障がい者を雇用し、活

躍の機会を与えるということを経営

陣や投資家に納得させることは難し

いだろう。

「人事が会社の利益を真剣に考えよ

うとするならば、障がい者を戦力と

は呼べないというような、世の中に

浸透する“当たり前”を疑うことが重

要です。人事としてのイノベーティ

ブな提案には、それくらいの発想の

転換が欲しいですね」（須藤氏）

　特例子会社をつくるという形では

なく、同じオフィスで健常者と同じ

ように働くという形での障がい者雇

用を実現しているのが、日本マイク

ロソフトである。人事本部の道添未

幸氏は、「『地球上のすべての個人と

組織が、より多くのことを達成でき

るようにする』というのが、マイク

ロソフトのミッションです。この

ミッションを実現するには、まずは

自社が障がい者を含め多様性の高い

組織になり、すべての人々のアイデ

アに耳を傾け、彼らが能力を発揮で

きる環境を構築することがとても重

要なのです」と説明する。

障がい者という特定の枠を
設けずにキャリア採用

　即戦力を求めるキャリア採用では、

基本的に障がい者、健常者にかかわ

らず同じ採用窓口で募集する。「そ

のポジションに最適な人材を常に採

用します。障がいの有無はまったく

関係ありません」（道添氏）

　しかし、それのみでは、障がい者

がより能力を発揮し、多くのことを

達成する支援としては十分ではない。

そこで、同社では、ダイバーシティ

＆インクルージョン推進の取り組み

の1つとして障がい者を対象にした

ITラーニングプログラムを運営して

いる。このプログラムでは、2年間、

同社の契約社員として同社の技術・

道添未幸氏
日本マイクロソフト
人事本部C＆Bグループ　シニアマネージャー

障がい者と健常者が
交ざり合って働く組織では
何をしているのか
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製品を中心にITの基礎知識、プログ

ラミング、アプリケーションの使い

方などを学ぶ。障がい者たちが新た

な仕事を得たり、キャリアを構築す

るためには、なんらかの強みを持っ

ていることが重要だ。「このプログラ

ムは、彼らがITスキルを身につけ、

エンプロイアビリティを高めるのを

支援しています」（道添氏）

重要なのは、全員同じ
ルールであること

　同社で障がいのある社員をオフィ

スに迎え、ともに働くことができる

理由は、健常者も含めて全員に高い

働き方の自由度が与えられているか

らだ。「家庭の事情や障がいの有無

にかかわらず、すべての人がよりよ

いパフォーマンスを発揮できるよう

に、働き方の柔軟性を高めています。

出退勤の時間や働く場所は、誰でも

上司と相談のうえで、柔軟に変える

ことができます」（道添氏）

　障がいのある社員を特別扱いする

のではなく、「全員に同じルールを

適用しているため、必要に応じてリ

モートワークする、通勤ラッシュを

避けて出勤する、といったことが特

別なことではない」（道添氏）のが

ポイントだ。

　このような環境を支えているのは、

テクノロジーの力でもある。まず、

社員の自由な働き方の実現は、Skype 

for Businessがあってこそだ。「1時

間の会議のためだけに、わざわざ通

勤してくる必要がないのです」（道

添氏）

　ただし、同社でも週5日リモート

ワークという社員は稀だという。「や

はり、顔を合わせてコミュニケーショ

ンを取ることが重要なこともありま

す」（道添氏）

　それも、テクノロジーが解決する日

が 来 るだろう。同 社 が 開 発 する

Microsoft HoloLens（＊） など、VRや

AR機器をがもっと進化すれば、離れ

た場所で働いていたとしても、まるで

同僚が横にいるように会話し、現場の

空気を肌で感じられるようになるかも

しれない。

テクノロジーは
インクルージョンの要

　ここまでの取材によって見えてき

たのは、障がい者をインクルージョ

ンしていくには、彼らの弱い部分を

補い、拡張するのが重要だというこ

と。そして、同時に、人々の障がい

者や障がいに対する意識を変えるこ

とが必要ということだ。

　意識を変えるためには「交ざり合

う」のが効果的である。それを実現

するには、社会・組織のルールをす

べての人にとって使いやすく、使い

たいと思えるものにしていく必要が

ある。

　日本マイクロソフトをはじめ、障が

い者が活躍する組織では、これらを

実現するためにテクノロジーを既に

活用している。テクノロジーは、イン

クルージョンを推進するキーファク

ターになり得る。次からは、すべての

人をインクルージョンする未来の組

織を構想するために、次世代のテク

ノロジーについての理解を深めよう。

（＊）Microsoft HoloLens：マイクロソフトが2016年に提供開始したWindows 10 を搭載した世界初の自己完結型ホログ
ラフィックコンピュータ。携帯電話やパソコンなどの外部機器と接続する必要がなく、ワイヤレスで使用できる。

障がい者のインクルージョンのために必要なこと
人々の意識 障 壁 乗り越えるために

接する
機会を増やし
交ざり合う

テクノロジーを
活用する

能力を補い
拡張する

テクノロジーを
活用する

障がい者に
接することがなく
本当のところが

わからない

障がいが
強みを

発揮するのを
妨げる

障がい者は
かわいそう

障がい者は
本当に能力発揮

できるのか

出典：編集部作成
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　博報堂DYアイ・オーで働く山内

理久氏には、先天性の聴覚障がいが

ある。中学校まで一般の学校で学び、

高校からは聾学校に通った。卒業後、

2年間、聾学校の専攻科の情報ビジ

ネスコースで学び、修了後の2014

年、同社に入社し、事務職として働

いている。「中学校の頃、聴覚障が

いのために勉強についていけなくな

り、高校への進学では聾学校を選び

ました。そこでは全員が手話ができ

るため、学ぶことが楽しくなってい

きました」（山内氏）

　就職で博報堂DYアイ・オーを選

んだのは、聴覚障がい者が多く働き、

ともに働く健常者でも手話のできる

人が多数を占めることが大きな要因

だったという。「当社では、合理的

配慮は当たり前のことになっていま

す。たとえば、週に2回、手話通訳

者がオフィスに来てくれます。会議

はその日に集中させています。会議

は複数の人が発話するし、内容的に

も重要なことが決まっていくため、

通訳の方がいてくださるととても助

かるのです」（山内氏）

　日常の仕事のなかで、電話応対な

ど、どうしてもできないこともある。

相手にメールでのやり取りをお願い

することもあるが、それも難しい場

合は、健常者に代理で対応してもら

う。「その代わりに、入力やファイリ

ングなど自分でできることは率先し

て行い、多くのことをこなせるよう

に、正確さとスピードを意識してい

ます」（山内氏）

　日本マイクロソフトでICTを学校

教育の現場に導入する仕事に携わる

増田穣志氏は、前述のITラーニング

プログラムを修了し、そのまま同社

で働き始めて1年が経過したところ

だ。大学で機械工学を学び、機械設

計を行う会社に入社。しかし、24歳

のときにバイク事故で左腕が麻痺し

てしまった。「左腕が動かないこと

に加えて痛みがひどく、社会復帰が

なかなか難しかった。知人の紹介で、

ITソリューションの会社でサポート

の仕事をしていた頃、ITラーニング

プログラムを見つけ、応募したので

す」（増田氏）

　現在も麻痺や痛みがあり、満員電

車での通勤を避けるため、出退勤の

時間を調整している。「全員が業務

に合わせて出退勤の時間を決めてい

るので、気を遣うこともありません。

Skype for Businessでの会議参加も

普通にやっています」（増田氏）。学

校にPCなどの機材を送るといった、

段ボールに機材を詰め、配送手配す

既に進むテクノロジーの活用
課題は、コミュニケーションの壁

増田穣
じょう

志
じ

氏
日本マイクロソフト
パブリックセクター事業本部
文教営業統括本部

障がい者が望む配慮やテクノロジーとは

私たちは、障がい者をもインクルージョンするためにはテクノロジーが重要だと考えた。
実際に、働く障がい者は何を障壁と感じ、何を望んでいるのか。そのリアルな声を聞いてみた。

現在、どのような配慮を受けているか

山内理
り

久
く

氏
博報堂DYアイ・オー
業務4部　発注統括課
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　山内氏は以前は、買い物は好きだ

が、店頭での店員とのコミュニケー

ションが億劫だったという。それが、

「聴覚障がいに対する理解が広まり

つつあると実感しているし、スマー

トフォンを使うようになってから、

筆談よりも簡易な入力という方法で

相手に意思を伝えることができるよ

うになった」（山内氏）という。

　このようにスマートフォンなどの

コンピュータデバイスは、確実に障

がい者と健常者が交ざり合うことに

寄与している。

　とはいえ、「大事なのは相手が笑

顔で接してくれること」（山内氏）だ。

「障がい者への無理解によって、『合

理的配慮』という言葉も生まれるの

だと思います。困っている人をさり

げなく助けられる社会になり、この

言葉がなくなるのがいちばん望まし

いのです」（山内氏）

　バリアフリーなどの配慮がなされ

ている日本マイクロソフトですら、

カフェテリアの食器が重くて片手で

は持ちにくい、扉が開けにくいと

いったことがある。会社を離れて街

に出れば、洋服を買いたくても、片

手では広げて見られないこともある。

「ただ、私はそれでいいとも思いま

す。そこでコミュニケーションが発

生するからです。『見られないから

広げてください』と言うことで、『こ

んな服もある』と違う商品を店員さ

んが出してくれることもあります。

障がい者側も、『これに困っている』

と自ら積極的に発信すべきだと思い

ます」（増田氏）

　障がいのある人々は、テクノロ

ジーのもたらす利便性を既に享受し

ている。既存の技術でも、できるこ

とはかなりある。彼らはテクノロ

ジーがもっと進化すれば、それを積

極的に活用していくだろう。そして、

社会に参加する障がい者はもっと増

えるはずだ。

　一方で山内氏も増田氏も、コミュ

ニケーションの壁を課題視している。

コミュニケーションを支援するテク

ノロジー、“交ざり合う”ためのテク

ノロジーの進化は急務だろう。

わっています。既存の技術をきちん

と使えば、不自由することはありま

せん」（増田氏）

　もちろん、テクノロジーの進化へ ↗

てくれるという。「障がいがあっても

働きやすい、“器”の大きい会社だと

思います」（増田氏）

　このように働く両氏だが、より働

きやすく、能力を発揮しやすくなる

には、どのようなテクノロジーを必

要としているのだろうか。

「仕事に限らず会社で過ごしている

と、健常者からさまざまなサポート

をもらいます。それを少しでも減ら

せるようにテクノロジーが進化する

といいと思います」と、山内氏は話

す。スマートフォンやチャットツール

が使えることで、以前に比べ、ずい

ぶん便利になったという。「ただ、

やはり電話応対は難しい。将来、聴

覚障がい者が自分たちにとっての母

語である手話で話し、それが、音声

やテキストに変換され、相手の話す

音声はテキスト化されるなど、お互

いにとってストレスなくやり取りで

きる環境になることを願っていま

す」（山内氏）

　街中では、音声のみの情報も少な

くない。「最近では、電車が止まっ

たときなどはTwitterを検索すれば、

誰かがリアルタイムでつぶやいてく

れていて、原因がわかるようになり

ましたが、より正確な情報を得られ

るように、公式な情報がテキスト化

されると便利ですね」（山内氏）

　増田氏も、テクノロジーの利便性

を日常的に享受している。「たとえ

ば、Windowsのアクセシビリティ機

能（＊）には、複数のキーを同時に押

せない人のための固定キー機能が備

る仕事の場合、サポートしてくれる

サービスを利用でき、それが難しい

ときでも周囲の人が自然に手を貸し

の期待もある。「ITラーニングプロ

グラムの受講時に、発達障がいや精

神障がいの同僚がいました。その業

務に取り組む姿勢やプログラミング

能力の高さに驚かされました。彼ら

のように優秀なのに、障がいがある

ことで能力を発揮する場所を見つけ

るのが難しい人が世界にはたくさん

いると思います。人の強みをきちん

と測るテクノロジーが開発されると

いいですね」（増田氏）

社会を変えるテクノロジーは必要か

能力を補い、拡張するテクノロジーは必要か

（＊）アクセシビリティ機能：コンピュータやデバイスの使用に困難を感じるユーザー向けの、操作を簡便化するさまざまな機能。

↙

13Works No.147  Apr–May 2018



能力を補い、拡張する技術、
すべての人を交ぜる技術
目覚ましく進化を遂げる、障がい者がワークプレイスに参加することを可能にするテクノロジー。
近未来に実現し得るものから、既に実用化されているものまで、ここからはそのいくつかを紹介したい。

　脳は正常に機能しているにもかか

わらず、全身や四肢の機能に障がい

が生じて体が思うように動かない。

切断などにより手や足を失ってし

まった。あるいは自分の意思を伝達

できない。こうした人々が、機能を

回復させたり、自分の意思を伝える

ことを実現する技術が、ブレイン・

マシン・インターフェイス（BMI）

である。BMIとは、脳とコンピュー

タをつないで脳波を検出したり、脳

へ刺激を与えるなどして、脳や身体、

ロボットなどに作用を起こす機器の

総称である。

脳波を読み取って解析し
運動を再現する

　大阪大学国際医工情報センター教

授の平田雅之氏は、BMIのなかでも、

脳に直接電極を当てる「侵襲型」と

呼ばれる方法で脳波を読み出す。具

体的には、数センチ四方、厚さ7ミ

リの埋め込み型装置で、頭蓋骨の一

部を置き換える。人の頭蓋骨の厚さ

は、約7ミリ。スマートフォンよりも

厚いため、手術で頭蓋骨を外したス

ペースに脳波を計測する電極と、計

測した脳波の増幅装置、送信装置を

埋め込むことが十分に可能だ。

「非侵襲型という頭皮に電極を貼り

付ける方法もありますが、体への負

担は少ない半面、脳波の読み取りの

精度が低くなります。一方、侵襲型

という方法は脳の表面に直接電極を

貼り付けるため、より正確に脳波を

読み取ることができるのです」と、

平田氏は説明する。

　既に5年前に臨床研究を行い、短

期間ながら筋萎縮性側索硬化症

（ALS）の患者の脳の表面に電極を置

いてPCと接続し、思ったことを画面

上に表示させることに成功している。

ALSの患者は、日本に1万人近くい

るといわれる。脳からの命令を筋肉
平田雅之氏
大阪大学国際医工情報センター　教授

F ILE

1 全身や四肢の機能障がいを支援する

運動機能回復や意思伝達を支援するBMI
障がいのある人も活躍できる未来へ
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るということが夢でなくなるのは明

らかだ。

　実用化までの最大の課題は「この

領域に投資を呼び込み、いかにサス

テナブルな仕組みをつくっていく

か」（平田氏）だという。脊髄損傷

や脳卒中の後遺症、四肢を切断した

人などまでを視野に入れれば、四肢

の運動に障がいのある人は数百万人

になる。「日本で1万人のALS患者

のためだけの技術だという認識では、

投資は行われにくい。しかし、数

百万人の障がい者が社会参加するこ

とによって生まれる経済的価値は1

兆円以上になると試算されます。多

くの人が救われ、経済的発展にも寄

与するという未来を提案することも、

研究者の役割だと考えています」（平

田氏）

「侵襲型」のデバイス。頭蓋骨の一部をくり抜き、
ほとんど凹凸のない状態で埋め込める（写真左）。
読み取った脳波を解読し、それをロボットアームに
送って指を動かすこともできる（写真上）。

に伝える運動ニューロンが侵される

難病であり、最終的には体を動かす

ことがまったくできなくなる。「動く

ことも話すこともできなくなるとい

う、本人にとっては非常にストレス

が大きい病です。家族は介護にかか

りきりになり、金銭的、時間的、肉

体的負担を強いられます。社会的な

観点でも、月に約100万円ともいわ

れる介護費や、その人の能力が社会

に還元されなくなるという損失を含

めて、経済的な負担の大きい病気の

1つなのです」（平田氏）

　ALSの患者が自ら車いすを動かし、

PCやスマートフォンなどを使って

意思を伝達することができれば、本

人、家族、社会すべてのメリットに

なる。「今や、スマートフォン1つで

世界につながる時代。BMIによって、

ALSの患者であっても自ら世界から

情報を集め、世界中の人々とコミュ

ニケーションできるようになれば、

十分仕事も可能でしょう」（平田氏）

　現状では、脳表面に置いた電極と

体外の脳波計をケーブルでつなぐ必

要があるが、体内埋め込み装置を開

発し、無線で可能にすることを目指

している。そうなれば、安全性が向

上するだけでなく、患者の自由度も

上がる。

投資効果を見せていくのも
研究者の役割

　また、今は、臨床研究1回につき

数百万円もかかり、すぐに誰もが使

える状態ではない。しかし技術の進

歩を見れば、十数年のうちに頭に電

極を埋め込んで能力を補い、拡張す
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　ソニーコンピュータサイエンス研

究所研究員であり、高機能義足を開

発するXiborg社の代表取締役でもあ

る遠藤謙氏が目指すのは「東京オリ

ンピック・パラリンピックでオリン

ピアンより速いパラリンピアンをつ

くること」だ。

　2008年、北京オリンピックに義足

ランナーが出場できるかどうかを決

定するスポーツ仲裁裁判があったと

き、「近い将来、義足の選手のほう

が速く走れるようになると直感しま

した」と、遠藤氏は話す。「北京の

次のロンドンオリンピックに義足の

選手の出場が認められたのは、『勝

てるとは思えないけれど、頑張って

いるから出場させてあげてもいい』

と、多くの人が考えたからだと思い

ます。はなから勝つとは思っていな

かった。しかし、テクノロジーが進

化してオリンピアンとパラリンピア

ンのタイムの差は小さくなってきて

います。将来的には追い越すときが

必ずやってきます」（遠藤氏）

　義足をつけた、つまり能力を機械

によって拡張した人が、世界最速に

なることの意味とは何か。「口にし

なくても、多くの人は“障がい者は

かわいそう”“健常者のほうが能力が

高い”というバイアスを持っていま

す。義足ランナーが世界最速になっ

たら、義足を使っているだけでかわ

いそうという空気ではなくなる。誰

もに開かれているテクノロジーの力

を借りれば能力など拡張できるのだ

から、生身の身体の能力差には意味

がないと思えるようになるでしょう」

（遠藤氏）

　遠藤氏の目には、「身体や能力の

欠損は障がいではなく、テクノロ

ジーが入り得る“余白”」に映る。そ

の余白に何らかのテクノロジーを埋

め込むことにより、欠損が“強み”に

なっていく可能性すらある。

「障がい者に限らず、健常者といわ

れる人々も、テクノロジーによって

『こうありたい、ああなりたい』と思

うものになることが叶います。誰で

も能力を標準化しようと思えばでき

るのだから、“標準”であることが価

値を失います。すると、自分の真の

“強み”を発揮することに時間や能力

を割くようになり、多様性が真に生

きる社会になる。そんな未来になっ

たらいいと思っています」（遠藤氏）

メガネのように社会に
受け入れられることが理想

　そのような社会を目指し、遠藤氏

は日常生活用の能動的義足の開発に

も取り組んでいる。「現状の義足の

ほとんどが、人間が動くことを受け

て動く受動的義足です。義足そのも

のがモーターなどの力で、人の筋肉

のように自律的に動くのが能動的義

足。これが一般的になれば、足を

失った人がより自由度高く動けるよ

うになります」（遠藤氏）

　ランナー用の、速く走るためだけ

の義足とはまた違った難しさがある

という。「電源やモーターをつける

とどうしても重くなるため軽量化が

大きな課題です。また、医療機器で

すから、安全性の担保もおろそかに

はできません」（遠藤氏）

　同時に、「見た目も大切」（遠藤氏）

だという。今は、義足を装着してい

遠藤 謙氏
X
サイボーグ

iborg
代表取締役社長

F ILE

2 足の障がいを支援する

なくした足をテクノロジーで補うことで
“弱み”を“強み”に変える
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れば目立つ。「目立つというのは技

術的に成熟していないことの証しで

す。メガネも、開発当初は大きくて

不恰好な視力矯正器具で、つけたく

ないと思う人もいたはずですが、今

やメガネをかけていることで注目を

浴びることはないし、目が悪くなく

てもファッションとしてメガネをか

けることも当たり前。義足もこのよ

うに社会に受け入れられていくこと

が理想です」（遠藤氏）

　義足がより進化すれば、「よく見

たら義足だね」、あるいは「その義足、

カッコいいね」と言い合える世界が

やってくる。今や、近視程度では誰

も“かわいそう”とは思わないように、

人々の認識は変わっていくだろう。

本人の熱量が低ければ義足が
優れていても速くならない

　しかし、インクルージョンを実現

するには、別の課題も解決する必要

があると遠藤氏は指摘する。それは、

インクルージョンされる側が持つ

“熱量”の多寡の問題である。「義足

をつけたからといって、すぐに歩け

るわけではないし、ましてや速く走

るにはそれなりの努力を要します。

ですから、本人が本気でやりたいと

思うかが問われます」（遠藤氏）

　Xiborg社は、陸上競技のパラリン

ピアンの支援をしている。選手を速

くするというゴールのために、“チー

ム”での協働が欠かせない。義足を

つくるのは遠藤氏だが、フィジカル

面のトレーナーもいるし、コーチン

グを担う人もいる。「ただし、周囲

の人がいくら頑張っても、そしてい

くらテクノロジーが進化しても、本

人の熱量が低ければ速く走れるわけ

がありません」（遠藤氏）。障がいの

有無にかかわらず、インクルージョ

ンの基本は、共通の目標に向かって

全員が全力を尽くせるかどうかだと

いうことを、遠藤氏は教えてくれる。

カーボン繊維強化プラスチック製
の競技用義足「Xiborg Genesis」。
2016年9月のリオデジャネイロパ
ラリンピックでは同社所属の佐藤圭
太氏が使用した。
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　視覚障がい者や識字障がい者に

とって、文字情報というのは意味を

なさない。前者にとっては見えない

（見えにくい）、後者にとっては見え

ても意味のない模様のようなものと

なる。その不自由さからの解放をサ

ポートするウェアラブルデバイスが

「OTON GLASS」である。

　使い方は簡単だ。グラスをかけて

読みたい文字を見て、グラスの縁に

ついているボタンを押すと、イヤホ

ンからその文字を読み上げる音声が

流れてくる。「活字などはっきりした

書体で書かれたものはたいてい読め

ます。手書き文字は人によって特徴

があるため、読めない場合もありま

すね」と、OTON GLASSの開発者

である島影圭佑氏は説明する。グラ

スに内蔵されているカメラで対象の

文字情報をとらえる必要があるが、

「最初はうまくいかなくても、そのう

ち慣れて使いこなせるようになりま

す。ほかのデジタルデバイスと同じ」

（島影氏）という。

そこに何があるか発見し
選択するという豊かさ

　既に一般に販売されているが、約

40万円と高額なこともあって、現在

は障がい者施設などでの共同利用や、

目の健康を支援する企業を通じて開

発に協力してもらっているケースが

多い。

「使い方はさまざまです。生活のな

かでは、届いた郵便物の差出人や内

容の確認に便利という方がいました。

これまでは誰かに読み上げてもらう

必要があったのです」（島影氏）

　駅の表示や、街の案内標識、店の

名前なども、特殊なフォントでなけ

れば読める。自動販売機のコーヒー

が、ミルク入りなのか、ブラックな

のか、誰かに頼まなくても自分で選

択もできる。「視覚障がいの人々が、

文字からの情報をもっと自由に得ら

れるようになれば、そこに何かがあ

ることを発見し、選択することがで

きる。生活の豊かな広がりを経験で

きるのです」（島影氏）

　島影氏は、特に中途失明の人たち

にニーズがあると考えている。「今

まで普通に見えていたのに、まった

く異なる方法で世界を認知しなけれ

ばならない。中途失明の場合、点字

を読める人も少なく、より世界は閉

ざされています。そんな人々を支援

したいと考えています」（島影氏）

保険適用を目指し
広く普及させたい

　普及のために目指すのは、保険適

用されること。そうすると、使用者

は低価格で購入できるようになる。

「そのために製品のさらなるバー

ジョンアップと、使用のための環境

づくりを両輪で進めていかなければ

なりません」（島影氏）。既に2018年

モデルを開発中で、グラスと通信機

能を備えた本体をケーブルでつない

だ現行モデル（右ページ写真）より

も使いやすい形に進化するという。

　同時に、「新しいテクノロジーに

は、社会で受容されるための環境づ

くりも重要」（島影氏）という。「メ

ガネ型のウェアラブルデバイスは、

カメラを搭載しているため、『何を

島影圭佑氏
OTON�GLASS
代表取締役

F ILE

3 視覚障がいや識字障がいを支援する

文字情報の音声化で、不自由さから解放
社会への本格的な実装を目指す

オトン グラス
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搭載されたカメラで撮影した写真のなかの文字を、クラウド上の画像認識エンジンが抽出する。次に音声合成エ
ンジンが文字を音声データに変換して、OTON�GLASS�で再生する。

写されるのか』と忌避する感情が周

囲に起こる可能性があります。開発

が進み、発売一歩手前の段階にまで

至っても、社会に対する十分な“ネ

ゴシエーション”ができておらず、

結局は発売できなかったという例も

あります」（島影氏）

　そこで、OTON GLASSは、使用

者を視覚障がい者や識字障がい者に

絞り、目的やそこで得たデータの使

用法を明確にするため、法律の専門

家や経済産業省など、関係者ととも

に議論を重ねた。「額にカメラがある

世界は誰もが未経験であるため、利

用のガイドラインをつくり、リテラ

シーを高めたうえで社会に実装する

ことを大切にしています。新しいテ

クノロジーを本当に使ってもらうに

は、開発者側として社会のありよう

までプロデュースしていく必要があ

るのです」（島影氏）

強力なコラボレーター
としての障がい者

　開発や社会への実装のプロセスで、

「障がい者が強力なコラボレーター

になっている」（島影氏）という。「今、

スマートフォンという視覚優位の世

界から、スマートスピーカーなど音

声優位の世界にテクノロジーの軸足

が移ってきています。実は、スマホ

の音声アシスタントを最も使ってい

るのは視覚障がい者で、その使い方

を私たちよりもずっと知り尽くして

います。OTON GLASSの開発にお

いても、速聴機能やリピート機能が

必要など、よりわかりやすく、使い

やすい機能のアイデアを彼らからた

くさんもらっています。視覚がある

人ではなかなかその発想に至りませ

ん」（島影氏）

　島影氏がOTON GLASSの開発に

乗り出したのは、父親が脳梗塞で倒

れ、その後一時的な識字障がいに

陥ったことがきっかけだった。「今

は回復したものの、そのときの父に

は文字を理解するのは無理でした。

でも、現代はテクノロジーが“無理”

を可能にしてくれる時代です。大事

なことは、無理や困難と思わず、ど

ういう未来をつくりたいかと、まず

は構想することなのです」（島影氏）

　その未来を実現する製品やサービ

スを開発するには、実際にその製品

を利用する人たちを巻き込むのが一

番だ。彼らがニーズに即してどんど

ん新しい使い方を発明し、必要な機

能を教えてくれる。多様な人々を巻

き込む開発手法が、結果的に多様な

人々をインクルージョンできる社会

への変容を実現していくのだ。
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　難聴者を助けるテクノロジーが進

化している。聴覚障がい者のなかで

も、難聴者は補聴器をつけることに

よって、“聞こえが改善する”という

人々であり、日常の不自由が軽減さ

れ、仕事においてもかなりの聞き取

りが可能になる。しかし、「仕事や

生活を生き生きと楽しむというレベ

ルを実現しようと思うと、従来の補

聴器では難しい場面もありました」

と話すのは、オーティコン補聴器の

プロダクト・マーケティング部部長

の渋谷桂子氏である。その理由は、

従 来の補聴 器の“技 術”に限 界が

あったからだという。

「従来の補聴器は、“指向性”が重視

されてきました。指向性とは、屋外

やレストランなど、無数の音がある

場所では、補聴器をつけた人が顔を

向けている方向の近距離の人の声だ

けを“音”として拾い、それ以外の音

や周囲の人の声などをすべて“ノイ

ズ”として抑制する機能をいいます。

しかし、指向性を高めると、後ろか

ら話しかけられても気付けない、会

議のように複数の人が集まる場所で

正面の人の発言以外をほとんど聞き

取れない、といったことが発生する

のです」（渋谷氏）

　同社が開発した補聴器「Opn（オー

プン）」は、360度全方位から聞こえ

てくる声を、より自然に届ける「ブ

レインヒアリング」という技術を特

徴とする補聴器である。

難聴者の仕事の
パフォーマンスに貢献

　難聴者の場合、音は聞こえている

がはっきりと聞き取れない。そのた

め、意味を100％理解できない。「一

般的に人は、会話の約50％が聞こえ

ないと、話についていくことが難し

くなります。そして、難聴があると

言葉の聞き分けが難しくなるため会

話についていくためには、より集中

して聞き取らなければなりません。

たとえば会議などでは、本来、聞く

だけでなく発言したり人の意見を聞

いて判断したりすることが求められ

るわけですが、相手の話を聞くこと

に脳のリソースが多く割かれるので、

非常に疲れます。その結果、大きな

ストレスを抱えることになってしま

うのです」（渋谷氏）

　難聴により会話の理解が難しくな

ると、自信を喪失したり、社会参加

が苦痛になっていく。だからこそ、

聞くことの負担を減らすことには大

きな意味がある。「会話の意味の理

解をより円滑にし、判断や発言とい

うような大切なことに認知能力を振

り分けられます。それが結果的に、

本来その人が持つ能力の発揮につな

がるのです」（渋谷氏）

F ILE

4 聴覚障がいを支援する

木下 聡氏
オーティコン補聴器
代表取締役社長

難聴者の聞くための脳の負担を減らし
本来持つ能力を発揮できるように

箕輪匡
た だ

洋
ひ ろ

氏
オーティコン補聴器
プロダクト・マーケティング部
プロダクトマネジメント・
スペシャリスト

渋谷桂子氏
オーティコン補聴器
プロダクト・マーケティング部部長
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スマートデバイスとしての
未来の可能性

　さらに画期的なことに、Opnはス

マートデバイスでもある。つまり、イ

ンターネット接続でほかの電子機器

とつながるのだ。「『朝起きてOpnの

電源を入れたら部屋の明かりがつき、

コーヒーメーカーのスイッチが入る』

『インターホンが鳴ったら補聴器を装

着している人に“来客があります”と

音声メッセージを送る』など、ほか

の機器からの情報を補聴器に反映さ

せることが可能になります」と、プ

ロダクト・マーケティング部の箕輪

匡洋氏は説明する。

　さらに、「ウェアラブルデバイスで

あることを活かし、心拍数や血圧な

ど、データを収集してヘルスケアに

役立てることも視野に入れています」

と、代表取締役社長の木下聡氏は話

す。「収集したデータを分析し、こう

いう場所に行くと心拍数が上がる、

これを食べると血糖値が上がる、と

いうように健康管理や病気の予防に

つなげていきたいと考えています」

（木下氏）。あるいは、「脳波を検出し、

脳の意思を補聴器が認識し、聞きた

い方向に補聴器を振り向けてより聞

きやすくする研究も進んでいる」（木

下氏）ともいう。聞こえにかかわる

能力を補い、拡張することで、仕事

のパフォーマンスがあがり、生活の

質も高まっていく。これこそ、障が

いがある人の活躍を支援するテクノ

ロジーの、あるべき姿なのではないか。

F ILE

5 人々の意識を変える

　障がい者も健常者も交ざり合うに

は、障がい者が不自由なく街に出て

行ける社会になる必要がある。しか

し、障がい者が外出を躊躇しないほ

どには、私たちの社会は成熟してい

ない。障がい者が街に出るにあたっ

て、サポートが欲しいと思うことは

多々ある。だが、サポートできる立

場の私たちが、それに気付かないこ

ともあれば、声をかける勇気を出せ

ないこともまた多々あるのだ。

　そんな社会を変えるべく、“やさしさ

困っている人と助けたい人をつなぐ
“やさしさを見える化”するテクノロジー

　さらに画期的なことに、Opnはス

マートデバイスでもある。つまり、イ

ンターネット接続でほかの電子機器

とつながるのだ。「『朝起きてOpnの

電源を入れたら部屋の明かりがつき、

コーヒーメーカーのスイッチが入る』

『インターホンが鳴ったら補聴器を装 インターネット接続が可能な同社最新型の補聴器、Opn。重さが約2グラムと非常に軽量。
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デバイスは使う人が利用しや
すいことを前提に、妊婦用は
“つけたくなる”デザインとし、
視覚障がい者用は白杖に“つ
けられるもの”を意識している。
また、他社製の車いすや義手
などへの搭載の可能性も模索
している。

の見える化”をするのが、「&
ア ン ド ハ ン ド

HAND」

である。通信機器（ビーコン）を内

蔵したデバイスを持った、障がい者

や妊婦、高齢者などのユーザーが困

難にでくわしたとき、デバイスのボ

タンを押すと周囲のサポーター

（LINEアカウントの友だち登録者）

に、LINEで協力を求められるとい

うものだ。

「たとえば突然、電車が止まったと

き、その車内にいる聴覚障がい者は

音声アナウンスを聞くことができま

せん。周りがざわついているのは見

えても、何が起こっているかわから

ず、不安が高まるばかりです。そん

なとき、デバイスのボタンを押すと、

同じ電車に乗ったサポーターと

LINEでつながり、今の状況などリ

アルタイムで教えてもらうことがで

きます」と、&HANDの発案者であ

り、一般社団法人PLAYERSのタキ

ザワケイタ氏は説明する。誰かを助

けたいというやさしさと、助けてほ

しいというニーズをつなぐテクノロ

ジーである。

テクノロジーがあっても
思いやりの介在は必要

　開発のきっかけは、タキザワ氏の

妻の妊娠だった。「切迫流産のリス

クがありましたが、電車で席を譲っ

てくれる人はほとんどいませんでし

た。しかし、私自身も妻が妊娠する

までは妊婦さんに席を譲ったことは

なかったのです。私も含めて、この

社会を変えたいと思いました」（タ

キザワ氏）

　有志メンバーでプロジェクトをス

タート。それがグーグル「Android 

Experiments OBJECT」 や、「LINE 

BOT AWARDS」でグランプリを受

賞した。アイデアやビジョンに共感

した大日本印刷、東京メトロ、LINE

などの企業と連携し社会実装を進め

ている。現在は、2020年の東京オリ

ンピック・パラリンピックに向けて、

サポーターの獲得とサービスの向上

に力を注いでいる。「土地勘がなく、

言葉も通じない外国人に豊かなおも

てなし体験を提供し、同時に国内外

からやってくる多くの障がい者を支

援することが必要です」（タキザワ氏）

　目指すのは、「誰もがいつでも助

けを求められ、誰もがすぐに手助け

できる社会」だという。「サービス

が背中を押し、成功体験を持てれば、

次からは&HANDがなくても手助け

できるようになると思います」（タキ

ザワ氏）

　いくらテクノロジーが進化しても、

助け合う社会の実現には、人の思い

やりの介在が必要だ。「地下鉄銀座

線で妊婦に席を譲る実証実験を行っ

た際、操作ミスで妊婦にサポーター

の居場所が届かないことがありまし

た。でも、お互いに見つけようとす

る、自発的な行動によって、そうし

た障壁は簡単に乗り越えられるので

す」（タキザワ氏）

F ILE

5 人々の意識を変える

タキザワケイタ氏
PLAYERS
クリエイティブファシリテーター
ワークショップデザイナー
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高齢者の働ける時間やスキルを組み合わせ
若い世代を支える就労モデルを

高齢者をインクルージョンするテクノロジー

　企業がインクルージョンすべき人

材には、障がい者だけでなく高齢者

も含まれる。ただし、多くの企業は

こちらにも目覚ましい解を見つけら

れていない。それに対し、「モザイ

ク型就労」という、テクノロジーを

活用した新しい就労モデルを提案す

るのは、東京大学講師の檜山敦氏だ。

「人口ピラミッドはどんどん上の高

齢者層が膨れ上がっています。私が

考えたのは、この逆三角形になった

ピラミッドを上下反転させればいい

のではないかということです。少な

い若者がたくさんの高齢者を支える

のではなく、高齢者が若者を支える

社会、という発想です」（檜山氏）

　モザイク型就労とは、「時間モザ

イク」「空間モザイク」「スキルモザ

イク」の3つの要素で構成されてい

る（図参照）。「高齢者と一口に言っ

ても、非常に多様です。培ってきた

専門性が多様であることはもちろん、

どのように働きたいかという志向も

人によって異なります。定年延長、

再雇用といった数少ないモデルが

ニーズに合う人は多くないでしょう。

ニーズに合わないので、と引退して

しまう人がいるのは大きな社会的損

失です」（檜山氏）

　もちろん年を重ねても、若いとき

と同様にばりばり働きたい人もいる

が、「体力的に毎日通うのは厳しい、

あるいは長時間労働は厳しい、とい

う人は少なくない」と、檜山氏は言

う。そういう人々の、“働ける時間”

に“空間を超え” “求められるスキル

セットを組み合わせて”労働者1人

分の仕事をできるようにしよう、と

いうのがモザイク型就労の考え方だ。

具体的には、複数の人がオンライン

も交じえて1つの職務を担うことを

想定している。3つの要素の組み合

わせにはAIを利用するという。

　既に、千葉県柏市などとの協働で

実証実験を進めている。そこから見

えてきたのは、高齢者の能力、スキ

ル、志向の見える化が進んでいない

という事実だ。希望の働き方やその

人が持つ経験スキルがデータ化され

てはじめて、組み合わせが可能にな

る。また、企業はどのようにして任

せる仕事を切り出すのかという問題

もある。「既存のシルバー人材セン

ターが提供するような仕事では能力

を持て余す高齢者は多くいます。切

り出しやすい事務作業などは、AIに

取って代わられる時代も早晩やって

きます。労働力が足りない仕事で、

かつ豊かな経験を持つ人がやるべき

仕事を切り出すことによって、双方

のメリットになるはずです」（檜山氏）

檜山 敦氏
東京大学　先端科学技術研究センター　
身体情報学分野　講師

モザイク型就労モデルとは

出典：檜山氏への取材をもとに編集部作成

時間モザイク
一人ひとりが働ける断片的な時
間を組み合わせて、複数人で1
人のフルタイム労働者に相当す
る仕事量をこなす

空間モザイク
ロボットやウェアラブルデバイ
スなどを使い、空間を超えて若
い労働者をリアルタイムで指導
したり、オンラインで作業した
りする

スキルモザイク
一人ひとりの人材情報を細かく
分析、可視化。そのうえで、そ
の仕事に必要なスキルを備え
たチームを組成する
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石原：パラリンピックなど障がい者

のスポーツは、能力を補い、拡張し

た人々が競い合うという意味で、社

会全体より先を行っていると思いま

す。私たちは、本人が望み、それに

よって活躍の機会が増えるのであれ

ば、能力を補い、拡張することは喜

ばしいことだし、それによって多様

な人が共存共生できる社会が早く実

現できればいいと考えています。た

だ、そのような考えを披露すると、

「障がい者は本当にそれを望んでい

るのか」「ありのままの彼らを受け

入れるべきではないのか」という意

見も必ず出てきます。

為末：確かに、義足をつけたラン

すべての人を
インクルージョンするために
私たちはどう変わるべきか
障がい者が活躍するという意味で、社会や企業よりも一歩進んでいるスポーツの世界。
スプリント種目の世界大会で日本人として初のメダルを獲得し、
引退後、障がい者スポーツを積極的に支援する為末大氏と、
リクルートワークス研究所人事研究センター長・石原直子の対談により、
ダイバーシティ＆インクルージョンの本質を考える。

為末 大氏
スプリント種目の世界大会で日本人
として初のメダル獲得者。男子400
メートルハードルの日本記録保持者
（2018年3月現在）。現在はSports
×technologyに関するプロジェク
トを行うDEPORTARE�PARTNERS
の代表を務める。新豊洲Brilliaラン
ニングスタジアム館長。主な著作に
『走る哲学』『諦める力』など。

能力を補い、能力を補い、
拡張するべきなのか拡張するべきなのか
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ナーがオリンピックで走ることにつ

いても、未だに議論があります。そ

こには、テクノロジーを活用して能

力を補い、拡張した人が一緒に走る

のは“ずるい”という感覚があるのだ

と思います。しかし、本人の身体能

力をなんらかの用具や器具を使って

補い、拡張するのは普通に行われて

いることです。高機能のシューズと

か、新素材を用いたバットとか。ど

の技術までをよしとするかは、時代

によって変化するのだと思います。

たとえば、DNAを改変した細胞を

体内に入れて運動能力の向上を図る

遺伝子ドーピング、精子バンクに登

録した超人の精子を使って優秀なア

スリートの誕生を目指す、といった

ことは、もちろん今の価値観では受

け入れられません。

石原：フェアネスを保つ、というこ

とが、テクノロジーが進化すればす

るほど難しくなりますね。

為末：パラリンピックでも、さまざ

まなルールを課すことで、公平性を

保っています。たとえば、ある選手

のためにつくられた義足などの器具

は、すべての人が購入できるように

しなければならない、というルール

があります。ただし、いくら高機能

の器具があっても、それを使いこな

せるポテンシャルが選手になければ

活きない。

　たとえば、棒高跳びのセルゲイ・

ブブカが使っていたポールを使いこ

なせるアスリートは世界でも数人だ

けだったといいます。仕事も同じだ

と思いますが、何かにサポートして

もらったとしても、できる・できな

いは本人の努力と才能によるところ

がやはり大きいのです。

石原：日本人は、サプリメントより

も、自然な食材から栄養を取ろうと

いうように、自然でないもの、人工

のものに対する心理的障壁が高いの

石原：もう１つ、私たちが取材を通

じてわかったことは、一般の社会と

障がい者の世界の分断です。学校、

企業組織、社会のすべてにおいて、

交ざり合っていないことで、障がい

者との壁が高くなっているように思

いました。

為末：ロンドンパラリンピックは大

成功だったとよくいわれます。その

功績は、障がい者によるスポーツに

“メジャー感”を与えたことだと思い

ます。「スーパー・ヒューマン」と

いうキャッチフレーズを用いて、彼

らを卓越した人々だと表現しました。

それを見て多くの人が、障がい者ス

ポーツを気兼ねなく応援できるよう

になった。障がい者に対する遠慮を

吹き飛ばしてくれたのです。

　僕は、障がい者のインクルージョ

ンを妨げる論理は、“遠慮する” “見

ないようにする” “逆に持ち上げる”

の3種だと思います。日本人は優しい

から“見ないように”してあげるんだ

かもしれませんね。時代の変化に合

わせて、どのようなテクノロジーを

導入すべきで、フェアネスを保つた

めにどのようなルールを設けるべき

かという議論を続けなければなりま

せん。

けど、ちゃんと見たらいいし、叱っ

たらいい。障がい者にも健常者と同

様に、嫌な人はいるんですから（笑）。

石原：講演などの場で自社で働く障

がい者のことを“障がい者の方々 ”

と呼ぶ人がいると聞いたことがあり

ます。“若手社員の方々 ” “女性社員

の方々 ”とは言いません。障がい者

をお客さん扱いし、自分たちの仲間

ととらえていないという現実があり

ます。会社にとって障がい者雇用は

福祉という意味合いが強く、戦力の

増強という期待をしていないことも

少なくありません。この状態では、

障がい者にとっても働く喜びは生ま

れようもありません。

為末：僕自身は、障がい者のラン

ナーと対峙するとき、遠慮なく怒っ

たり、批判したりします。スポーツ

ではタイムが縮まらない、負けた、

という明確な基準があるからそれが

できるのです。実際、遅くても負け

ても叱られないというのは、アス

障がい者をどのように
インクルージョンするのか
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リートにはフラストレーションがた

まると思いますよ。

石原：企業においては、「ここまで

やってほしい」という期待を明確に

示せておらず、叱れないということ

もあるでしょう。

　為末さんが、障がい者とそのよう

にコミュニケーションできる、ほか

の理由はありますか。

為末：僕は、興味というものでしか

動かない。スポーツを通じて人間と

は何か、人間の能力とは何かを理解

できたら面白いと思っています。そ

の興味が、気兼ねなく彼らにいろい

ろ問いかけたり、要求したりするこ

とにつながっているのです。

石原：どんなところに最も興味を

持っていますか。

為末：たとえば、ブラインドサッ

カーの選手とサッカーをしたことが

あります。彼らは目が見えないのに、

「フェイントをかける」という。フェ

イントとは、ある行為をすると見せ

かけて違うことをするということで

すが、それを視覚のない世界でやる

ことに驚きを覚えました。当然、僕

には彼らのフェイントが理解できな

い。フェイントに騙されないといえ

ばよく聞こえますが、ちょっと俯瞰

してみれば、ロジックが異なる世界

をまったく理解できない、というこ

と。障がい者スポーツの世界には、

こういう示唆がたくさん詰まってい

るのです。

石原：私たちが今回の取材から得た

大きな示唆は、あらためて標準とは

何か、そしてそれを突き詰めていく

ことがいかに危うく、愚かかという

ことです。日本は、“標準であるこ

と” “横並び”がとても重視される社

会です。

為末：経験したなかでいえば、北欧

や米国は、デコボコの人をよしとす

る文化があって、そういう人が活躍

しやすい社会です。一方、日本では

能力の足りないところを補い、まん

まるにしようとする。強みをより伸

ばそうという社会ではありません。

標準のレベルはとても高いが、標準

からこぼれた人々は“排除”されます。

デコボコをよしとする世界では、「で

きないことがあってもいい」のです。

石原：そう考えると、障がいを補い、

拡張するにあたっても、「まんまる

の人間をつくろう」という発想では

危険ですね。その人の強みの発揮を

妨げるものを取り除く、あるいは強

みをより強化するテクノロジーが求

められているのかもしれません。

為末：東京大学で発達障がいなどを

研究する中邑賢龍教授が、ものすご

く才能のある子でも、今の学校教育

や受験システムのなかではその才能

が開花することなく、埋もれてしま

うことがあるとおっしゃっていまし

た。社会全体で、さまざまな才能を

見逃している可能性は決して少なく

ありません。障がい者だから優れて

いるというロジックは成り立ちませ

んが、車いすに乗って過ごした、あ

るいは見えない世界のなかで過ごし

たという異なる経験が、何かその人

の強みを生んだり、異なる視点を獲

得させたりする可能性は十分にある

でしょう。

　真っ白な新入社員を「この人の強

みはなんだろう」とつぶさに見て配

属を決めるように、凹凸の凹にとら

われず、凸を見極めるスタンスが重

要なのだと思います。

インクルージョンのために
求められるテクノロジーとは
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テクノロジーが、
“標準であること”を無価値化する

まとめ

　ダイバーシティ&インクルージョン

を語るときの、主要な“マイノリティ”

といえば、女性、高齢者、外国人、

LGBTs、そして本特集で中心的に取

り上げた障がい者ということになる

だろう。先にも触れたが、障がい者

の労働や雇用に関する環境整備は、

女性のそれから約30年、出遅れてい

るといえる。

　ふと考える。もしも、女性の活躍

やインクルージョンを語るときに、

「（マジョリティである）男性と同じ

ように働けて、同じように貢献して

くれるのだったら、女性をインク

ルージョンしてあげますよ」と言わ

れたら、どう思うだろうかと。率直

に言って、答えは「あり得ない」の

一択だと、思う。

　であるならば、障がい者の雇用を

語るときの語り口が「（マジョリティ

である）健常者と同じように働けて、

同じように貢献してくれるのだった

ら、障がい者をインクルージョンし

てあげますよ」となるのも、当然に

あり得ない話だ。

　本特集「インクルージョンにはテ

クノロジーを」をつくるにあたり、こ

の点が私たち編集部の悩みの種に

なった。日々進化するテクノロジーは、

障がいがある人々の社会への進出、

企業への進出を、きっと助けてくれ

るはずだ。だが、そのテクノロジー

の助けを借りて“健常者と同じよう

に”働けるようになった人しか、イン

クルージョンしない、できないと、私

たちは言ってしまっていないだろうか。

　この悩みから私たちを救ってくれ

たのは取材で出会った、テクノロジー

を使って障がいを乗り越えようとす

る人を支援する人たちだ。為末氏は、

デコボコをよしとする文化では、“標

準”に近くなくても活躍できる、と教

えてくれた。遠藤氏は、テクノロジー

がもっと進化すれば“標準”であるこ

とは価値を失うと喝破した。

　障がいのある人たちに必要なテク

ノロジーとは、“標準に近づく”ため

のものではなく、“強みを発揮する

にあたっての不自由を取り除く”た

めのものでなければならない。そし

て、私たちが“標準”に価値を置き過

ぎることなく、その人ならではの“強

み”を尊重できるようになれば、イ

ンクルージョンは自ずと進むはずだ。

　たとえば、難聴者が聞くことに多

大な労力を費やすのではなく、考え

たり意見表明したりすることに力を

注げるように、という思想を形にし

たオーティコンの補聴器Opn。日本

マイクロソフトが障がい者に向けて

提供する、“強み”となるスキルを獲

得するためのITラーニングプログラ

ム。本特集で紹介したこれらのケー

スは、“強み”を活かすことをサポー

トするテクノロジーがインクルー

ジョンに寄与するという私たちの結

論の、確かな実例だと言えるだろう。

　そして、デコボコをよしとする社

会を形づくるためには、私たちが、

それぞれの人が持つデコボコの“凹

み”のほうに対して寛容になれるか

どうかが肝要だ。そのためには、ど

の人も、自分にも“凹み”があること

をまず自覚すること、そして“凹み”

のある自分が受け入れられていると

いう事実に、感謝をもって向き合う

ことが必要だ。テクノロジーが“標

準であること”を無価値化するとき、

強みも弱みもひっくるめて他者と自

己を認められる人こそが生きやすい

世の中がやってくるはずだ。�

リクルートワークス研究所 人事研究センター長　石原直子　
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